
公共施設において営利を目的とした使用を許可して
いない理由は。

総務部長 各施設の条例では許可しない規定であ
り、弥富市公有財産規則では許可する旨の規定がな
いため。

施設の目的外使用を許可する際の要件は。
各施設本来の用途及び目的に支障がないこと。
営利目的での利用など施設利用の緩和を図る考え
は。

段階的に緩和する。
個人による施設使用は可能か。
弥富市社会教育施設利用団体申出書の提出で可能。
個人がレッスン等の指導者として、営利目的での利
用を可能にする考えは。

利用許可の方針を見直す。

企業が貸会議室として利用できる施設と条件は。
生涯学習施設は団体申出書を提出していることと、
産業会館は市内の企業であることを条件に利用がで
きる。

地元企業がより利用しやすい施設運用とする考え
は。

利便性の向上により利用頻度が上がることは望まし
いと考える。

江崎 貴大 議員
無会派

 市有施設の有効活用を
 利用許可の方針を見直す

 安心安全な情報ツールの利用を
 正確な情報は市公式情報媒体で

ネットリテラシー教育の取組は。
教育部長 タブレット使用の授業や道徳、学級活動
で指導。

SNS の危険性を、教育現場でどのように周知して
いるか。

具体的な事例説明と、蟹江警察署による出前授業を
行っている。

地域や保護者、警察との連携は。
蟹江警察署との協定により健全育成を進め「弥富市
青少年問題協議会」を中心に地域と意見交換をして
いる。

子どもや保護者が安心して相談できる体制整備は。

スクールカウンセラーの配置や、やとみ子ども相談
室「カラフル」等の紹介をしている。

誤情報による市民の混乱を防ぐ対応は。
総務部長 市公式情報媒体の各特性を活かした迅速
かつ正確な情報発信を行う。

データ放送を活用した情報発信への見解は。
情報収集方法の一つとして有効であると感じる。
データ放送を新たな情報発信
ツールとして導入する考えは。

技術進歩や費用対効果の改善
状況を見極め、調査研究する。

▲総合社会教育センター・はなのき広場
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